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等に関する公正な論評
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）として許容される範囲内にあ
る表現行為は，具体的事実の摘示の有無にかかわらず
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，既に述べてきた相当性の理論という判
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断基準の中に
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，その一つの要素として組み入れることができる
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ら侮辱的に近いものにまでわたることがあつても



























































































































































































































0 0 0 0 0 0 0 0
・論評の域を逸脱したものであるとまではいえず











































































































































































































































































































































































































































































































































178）斉藤博「最一小判平成16年 7 月15日判批」民商法雑誌132巻 6 号（2005年）887頁は，
こうした基準定立の仕方を「事実の摘示からのアプローチ」と評する。
179）八木・前掲注（166）1158頁を参照。なお，神田・前掲注（131）「⑴」38頁は，97年最判が
「『公正な論評』の法理」を採ったかどうかは「『公正な論評』の法理の意味内容の理
解いかんにもよろうが，一般的な理解を前提としていえば，まさにしかり」であり，
「これにより，わが判例法上『公正な論評』の法理は定着した」と評価する。
